
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高騰に対す
る特別加算

小学校給食食材費高騰支援事業

①高騰している食材費と国による学校給食費の抜本的な負
担軽減事業の基準額との不足額(食材費高騰分)について支
援する。国/都道府県からの基準額に基づく支援額を超える
部分に対して重点支援地方交付金を充当する。
②需用費
③食材購入費と給食費負担軽減事業交付金との不足額（教
職員・センター職員分は除く）
学校給食賄材料費不足額　51,156千円
　（低学年食材費月額6,700円-基準額5,200円)×11ヶ月分×
1,370人
　（高学年食材費月額7,000円-基準額5,200円)×11ヶ月分×
1,442人
④市内小学校に通う児童の保護者

R8.4 R9.3

2
①食料品の物価高騰に対す
る特別加算

中学校給食食材費高騰支援事業

①長期的な原油価格・物価高騰に直面しているが、保護者の
負担を増やすことなく、これまで通りの栄養バランスや量を確
保して安定的な学校給食を提供するため、高騰する食材費の
増額分について支援する。
②需用費
③高騰した分の食材購入費（教職員・センター職員分は除く）
学校給食賄材料費　21,071千円
　（1食あたり74円×284,752食）
物価高騰が顕著になる前の令和3年副食代187.11円にR7年
の物価指数1.251を乗じて得た額が234.07円となるため、令和
7年度副食代159.58-234.07＝△74.49円→74円を支援額とし
て算定
④市内中学校に通う生徒の保護者

R8.4 R9.3

3
①食料品の物価高騰に対す
る特別加算

公立保育園給食食材費高騰支援事業

①食料品等の価格高騰が長期化する中、価格高騰分を保護
者に転嫁することなく、今までどおり栄養バランスがとれた安
心安全な給食を公立保育園の園児に提供するため、材料費
の価格高騰分について支援を行う。
②需用費（賄い材料費）
③保育園給食賄材料費について、物価高騰が顕著になる前
の年であるR3とR7の比較により算出。（保育士等職員分は除
く。）
【食数から算出した１食当たりの単価】
R7年度　賄い材料費決算額（見込額） 88,500,000÷食数（見
込） 296,824＝298円
R3年度　賄い材料費決算額 67,263,859÷食数 293,325＝229
円
（R7）298円-（R3）229円=69円
交付金申請額を50円に設定。
50円（１食当たりの高騰分）×20日×12か月×平均園児数約
1,100人＝13,200,000円
④公立保育園11園に児童を預ける保護者

R8.4 R9.3

4
①食料品の物価高騰に対す
る特別加算

私立保育園給食食材費高騰支援事業

①食料品等の価格高騰が長期化する中、価格高騰分を保護
者に転嫁することなく、今までどおり栄養バランスがとれた安
心安全な給食を私立保育園等の園児に提供する。
②負担金補助及び交付金（給食賄材料費物価高騰対策事業
補助金）
③高騰した分の食材購入費（保育士等職員分は除く）
補助額：１食あたり50円（公立保育園と同じ）
50円（１食あたり高騰分）×20日×12ヶ月×630人＝7,560,000
円
④私立保育園４園、認定こども園２園、小規模保育施設２園
計８園に児童を預ける保護者

R8.4 R9.3
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